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1 ．研究の 背景と目的

　現代 の 日本 の 若者 は急激な変化を とげ る 日

本社会の荒波の 中に あ る。新規学卒者の 労働

市場 をは じ め と した雇用慣行や就業行動に関

す る変化、晩婚化 ・少子化とい っ た家族形成

に か か わ る変動 は 、若年者の 意識 や 行動 に 大

きな影響 を与 え て い ると考え られ る。

　本研 究は 、東京大学社会科学研究所 （東大

社研）が実施 して い る若年者 ・壮年者を 対象

とした 「働 き方とライ フ ス タイ ル の 変化に関

す る パ ネ ル 調 査 1 （Japanese　 Life　 Course

Panel　Survey − JLPS ） を素材 と して 、こ の

調査デ
ー

タに 見られ る若年者の行動と意識を

分析す る。特に特定の 個人 を追跡 して い くパ

ネ ル 調査 の 手法を用 い る こ とで 、若年者 の 行

動 と意識 の 変化 の 軌跡を 正 確に跡付 け る こ と

を 目指す。

　 「東大社研パ ネ ル 調査 に見 る若年者 の 行動

と意識 （1）」 で は、後述する若年パ ネル 調査

（JLPS ・Y）と壮年 パ ネル 調査 （JLPS ・M ）の

2 つ の 調査デー
タを分析す る 。 まず 「学校 か

ら職場 へ の 移行 」 とい うテ ー
マ を 取 り上 げ、

高校 に おける学校経 由就職 の 効 用 と大学就職

部 による就職斡旋 の 役割 を分析す る。次に、

職業訓練 の 機会 に着 目 し、職業訓練機会 と職

業能力向上機会が収入 に 与 え る影響と職業能

力向上機会 の 配分要因に関する分析を行 う。

最後に、若年者 の 「働くこ と」 に つ い て の 態

度に焦点を当て 、成人後若者が 実社会の 中で

働 くこ とにつ い て の 態度変容が 見 られ るの か

を検証する 。

　 「東大社研パ ネル 調査 に 見 る若年者の 行動

と意識 （2 ）」 で は、後述す る高卒 パ ネ ル 調査

（JLPS ・H ） を用 い た分析 を報告す る 。 まず

高卒 5 年間の キ ャ リア パ ス に着目 し、高卒直

後、高卒 2 年 目、高卒 5 年 目の 3 時点の 間の

キ ャ リア （正 社員、非正 社員 、無業） の 変化

を分析す る。次 に 同様 の 分析 を ア メ リカ の パ

ネル 調査 （NELS 調査）を 用 い て行い 、ア メ

リカ の 若年 の キ ャ リ ア パ ス を分析する。第 3

報告 で は 、 教育 ・職業 ア ス ピ レ
ー

シ ョ ン と職

業や進路に 関する意識が高校卒業前 と卒業後

5 年間 にどの よ うに変化 したの か を検証する。

最後 の 報告 で は、性別役割分業意識 に着目し、

伝統的男性役割観 の 受容 が卒業後変化 して い

る の か を分析す る。

　　　　　　　　　　　　　　　 （石 田浩）

2 ．分析で用 い る調査デー
タ

　本研 究 で は 、東京大学社会科学研究所が実

施 して い る 3 つ の パ ネル 調 査 データ を 用 い た

分析を行 っ て い る 。 東大社研 パ ネ ル は 、
「働き

方とライ フ ス タイル の 変化に関す るパ ネル 調

査」 （Japanese　Life　Course　Pane1　Survey　−

JLPS ）と呼ばれ 、20− 34 歳 の 若年者 を対象

と した   「若 年 パ ネル 調査 」（JLPS−Y）、35− 40

歳 を対象 とした   「壮年 パ ネル 調査 」（JLPS−M）、

さらに 、高卒者 を対象 と した  「高卒 パ ネル 調

査」 （JLPS−H）の 3 つ か ら構成 され て い る。

　 「若年 パ ネル 調査 」と「壮年 パ ネル 調査 」は、

そ れ ぞ れ 日本全国に居住す る 2卜 34 歳 の 男

女、35−40 歳 の 男女を 母集団と して住民基本

台帳
・
選挙人名簿 か ら性別

・
年齢 を層化 し て

対象者 を抽出 し、第 1 ウエ
ーブ （第 1 回調査）

を 2007年 1 月か ら 4 月 に かけて 実施 した。対

象者に郵送で調査票を配布 し、追跡調査 で あ

る こ とを事前に伝 え た 上 で 調査 に協力 を要請

し、調査員が訪問 し調査票を回収 し た 。 有効

回収標本は 、若年調査 で は 3367 （回 収率

34．5％）、壮年調査で は 1433 （回収率 40．4％）

で あ る。

　第 2 ウエ
ーブ は 2008年 1月 か ら 3月 に 2007

年調査対象者 の 全 員 に対 して 、郵送配布
・訪

問回収法 に よ り実施 し、若年調査 は 2719 名

（第 1 回調査回答者 の 80，8％）、壮年調査は

1246 名 （同 87．0％）の 対象者か ら追跡調査 の 回

答 を得 た。第 3 ウエ
ーブ は、2009 年 1 月 か ら

3 月 に か けて 第 1 回調査対象者の うち追跡調
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査 へ の 協力 を拒否 した 対象者を除く人 々 に 対

して 実施 され、若年調査 は 2444 名 （回収率

78．7％）、壮年調査 1164 名 （同 86．4％） （2009

年データ は ク リ
ー

ニ ン グ中の ため こ れ らの 数

値は暫定版で あ る。）

　 「高卒パ ネル 調査 」の 第 1 ウエ
ーブは、2004

年 1 月〜3 月 に 日本全国 の 中か ら抽出し た 4

県の 101校 の 全 日制高校に在学す る高校 3 年

生を対象と し て 実施 された。そ の 後高校卒業

後に、調査 に協力す る こ とを了解 した調査対

象者 を追跡 し た。高校在学調査 で は 7，563 名

の 生 徒 （回収率 69．1％） か ら回収 した 。 第 2

ウエ
ーブ （第 1 回追跡調査）を卒業後半年ほ

どた っ た 2004年 10月に、高卒者 とそ の 保護

者を対象 に郵送調査 の 方法 で 実施 し、高卒者

500名　（回収率 25．　O％）、保護者 485 名　（回収

率 23．　8％） か ら回答 を得た 。

　第 3 ウエ ーブ （第 2 回追跡調査） は 2005

年 10月 に実施 し、調査票を高卒者 に郵送 し、

郵送 で 回収 した。2006 年 1 月末ま で に 667 名

（回収率 33．1％）の 回答を得た。第4 ウエ
ー

ブ （第 3 回追跡調査）を 2006 年 10月 に 高卒

者 とそ の 保護 者に対 して 実施 し、2007年 1 月

末 日ま で に郵送とイ ン ターネ ッ トに よ り高卒

者 549名 （回収率 27．9％）、保護者 349名 （回

収率 17．8％）を回収 し た。第 5 ウエ
ー

ブ （第

4 回追跡調査） は 、2008年 10月 か ら 2009 年

1月 に か け て 高卒者を 対象に 実施 し、郵送 と

イ ン ターネ ッ トによ り 529 名 （回収率 27．5％）
か ら調査票を回収 した 。

　　　　　　　　　　　　　　　 （石 田浩）

3 ．高校に おける学校経由 の 就職

（1 ）問題設定

　 「学校か ら職場への 移行 」 は長年 、教育社

会学者が 研究 を蓄積 して きたテ
ー

マ で あ る。

学校 を通 した職 業斡旋、す なわち求人票 が 学

校単位で 配布 され、学内選考を経た 上 で 学校

か らの 推薦に よ りは じめ て 入社試験 を受験で

き る 仕組み、特定 の 学校 と企業の 間に 見 られ

る 「実績関係 」 と呼ばれ る長期的な推薦一採

用 の慣行などは 、日本に特有の シ ス テ ム と し

て 注 目を浴びてきた。本調査 で も学校経由 の

就職 に 関す る調査項目 を含ん で い る。そ こ で

本節で は、若年調査 と壮年調査 の 対象者を比

較す る こ とで 、学校経 由の 就職 の 実態とそ の

効用 が変化 した の か を検証する。

　（2 ） 高卒者 の 学校経由就職 の 効果

　 学校経由の 就職 とは、「初職 の こ とを知 り応

募 したき っ かけ」 が進路指導室や学校の先生

で あっ たもの と定義 した。高卒後就職 したサ

ン プ ル を取 り出す と、学校経由 就職 の 比 率 は、

壮年調 査 で 60％、若 年調査 で 54 ％ と若干減少

傾向にある こ とが確認 され た 。

　 学校経由就職の 効果 に つ い て 検討す る と、

卒業後間断なく就職 した割合 は、学校経由の

場合、若年
・
壮年調査 と も に 95％ 以上 で 学校

経由以 外 と比 較す る と 30 ％ 近 く高 い 。初職 の

企業規模に つ い て みる と、 学校経由 で就職 し

た場合 にはそれ以外の経路で就職 し た 場合 よ

りも企業規模が相対的に大きい 。初職が正規

の 社員 か 否か の 比 率 に つ い て も学校経由 は ほ

ぼ全員が 正 規に就職 して い る。企業規模 と正

規就職 の 比率は、若年と壮年調査 で ほ と ん ど

違 い が見られない。

　 初職で就い た 仕事が就職活動が始ま る 前 に

希望 して い た仕事 か 否 か に つ い て は、学校経

由 の 就職 で は 57％ が 希 望 に 沿 っ た もの で あ

り、そ れ以外 の 経路 よりも 20％以上高 い
。 学

校経由の 効果は若年 ・壮年調査 の間で違い は

見 られな い。初職の満足度に つ い ては、若年 ・

壮年調査 と もに、学校経 由か 否 か で 有意な違

い は み られない 。

　 最後 に、学校を通 し た職業斡旋を利用 して

い る の は ど の よ うな階層出身者 で ある の か を

分析 し た。父親の 職 業階層 ごとに学校経由 の

就職 の 比率をみ ると、父親が非熟練ブル
ーカ

ラ
ー

で あ る場合に は 、70 ％ 以 上 が 学校経由 で

就職 した の に 対 し て 、父 親 が 専門 ・管理職 の

場合 に は 、45 ％ とな っ て い る 。 父親が 専門
・

管理職 の 場合に は 、高等教育進 学 の 比率が高

く、高卒後就職 の 比率がも ともと低い 。さら

に父親が 専門 ・管理職 の 場合に は 、高卒後就

職 の 場合 で も、学校を経 由 せ ず に就職先 を探

し 出す確率 が 高い こ と を示 して い る 。

　 こ れ らの 分析結果 をまとめ る と、学校経由

の 就職 の 比率 自体 は 近年減少傾向が み られ る

が、学校経由 の就職の効果に関 して は大 きな

変化は 見 られ ない こ とが わ か る。また 、恵 ま

れない 階層出身者 の 方が 、学校を 通 した 職業

斡旋を利用する傾向 が 高 く、学校 に よ る職業

斡旋が弱者をサポ
ー

トす る仕組み となっ て い

る可能性があ る こ とを示唆 して い る。

　　　　　　　　　　　　　　　 （石 田浩）
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4 ．大学就職部による斡旋 の 役割

（1 ）問題 の 設定

　こ の 節で は 、大学 か ら職業 へ の 移行に お い

て 大学就職 部の斡旋が果た して い る役割につ

い て考察を行 う。分析対象 となるの は、人 文 ・

社会科学系 の 卒業生 で ある。

　歴史的 に 見れ ば、大学就職部 が斡旋 の 中心

的 な 役割 を 果 た した の は お お む ね 1960 年代

まで で 、そ の 後は 自由応募制が普及 し、学生

は就職部を介する こ となく企業に直接採用選

考を申し込む よ うにな っ て い る。 現在、大学

就職部 が行 う斡旋 は 入 職経路と して は主流 で

は な くな っ て い て 、東 大社研 が 実施 し て い る

「働き方 とライ フ ス タ イ ル の 変化 に 関するパ

ネル 調査 」 （Japanese　Life　Course　Panel
Survey − JI．PS ） によれ ば、就職部の斡旋を

受 けて 就職 した人 は 10％ た らずに過 ぎない 。

ただ、大学就職部が 行 う斡旋 に は一
つ の 特徴

が ある。それは、就職活動 シ
ーズ ン の 晩期に

主 と して行われ る とい うもの で ある。就職活

動シーズ ン の 早期に行 われ るの は、WWW が

普及 した後 に お い て は WWW を 通 じ た エ ン

ト リーが 、WWW 普及前 に お い て は資料請求

ハ ガキ の 投函が、それ ぞれ開始 の き っ か け と

な る よ うな採用選考プ ロ セ ス で ある。それ が

一
段落 した 後、大学就職部の 斡旋が行 われ る

の で あ る。

　で は、こ うした特徴を持 つ 大学就職部 の 斡

旋は 、どの ような学生が利 用す るの だろ うか 。

また、斡旋を受けた場合と受 けな い 場合 とで

結果 は どう変わるの だろ うか。こ れ らの 点を、

東大社研パ ネル 調査 の データ を用い 考察する。

（2 ）斡旋を受ける機会

　は じ め に 、大学就職部に よる斡旋を誰 が 受

ける の か と い う問題 を検討す る。こ こ で は、

初職への 入職経路を 「WWW ・葉書 ・先輩 （＝

就職活 動 シ
ーズ ン の 早期に 特徴的な入 職経

路）」 「晩期 ・就職部経由 （＝ 大 学就職部 の 斡

旋を受けて初職 に 入職）」 「晩期 ・就職部 非経

由 ・利用有 （＝大学就職部で 求人票を閲覧し

た こ とは有る が、斡旋は受けず、就職活 動 シ

ーズ ン の 晩期 にお い て 初職 に入職）」 「晩期 ・

就職部非経 由 ・利用無 （＝ 大学就職部で 求人

票 を 閲覧し た こ と が 無 く、斡旋も受 け ず、就

職活動シーズ ン の 晩期 にお い て 初職 に入職）」

「縁故 （家族や親族 の つ て で初職に 入 職）」の

5 つ に タイ プわけ し て 「入職経路変数」と し、

こ の 「入職経路変数」 を従属変数 とする多項

ロ ジ ッ ト回帰分析 を行 う。

　独立変数 と して投入するの は、性 、世代、

親学歴、大学ラ ン クの ほか、本人 の 大学時代

の 成績 （自己評価に よ る）、授業講義へ の 出席

率 （自己評価に よ る）、部 ・サー
クル 活動 の 熱

心度、ア ル バ イ トの 熱心度で ある。

　分析の 結果明 らか にな っ た の は、次 の 諸点

である。  親学歴 と入職経路変数 との 間 には、

性 ・世代 ・大学 ラ ン ク を コ ン トロ
ー

ル した場

合、有意な関連は 見 られな い 。特定の 階層 の

み が 大学就職部 の 斡旋を利用 して い る わけ で

は な い 。  入職経路変数と 関連が あるの は大

学ラ ン クで、私 立 C ラ ン ク大学 の 場合 は

「WWW ・葉書 ・先輩」 以外の 入職経路に な

りやすい （＝ 早期 で はなく晩期や縁故 に なり

やす い ）。  大学成績 （自己 評価に よ る）と入

職経路変数 との 間に有意な関連は 見 られない 。

大学成績の よ い 人 だ けが大学就職部 の 斡旋を

受けて い るとい うわけで はない 。  入職経路

変数 と大学生活に 関する諸変数との 間に は有

意 な関連 が 見 られ ない 。授業によ く出席 して

い た人、部 ・サーク ル 活動を熱心 にや っ て い

た 人 が 大学就職部 の 斡旋を受け て い るとい う

わけで はない 。

　こ れ らの 分析結果か らす る と、大学就職部

の 斡旋 を受け る機会と い うの は 、学 生 に 広 く

開か れ て い る よ うに 見 え る。

（3 ）斡旋 を受けた効果

　次に、大学就職部に よ る斡旋を受けた 場合

の 初職の 特徴を、斡旋以外 の 入職経路 と比較

す る こ とで 明 らか に す る 。 こ こで は 入 職経路

変数を独立変数 と して投入す る ロ ジ ッ ト回帰

分析 を考 える。

　従属変数は、初職 に 関す る い くつ か の 特徴、

すなわち、卒業か ら初職就職まで の 間断 の 有

無、初職が 正 規か非正規か 、初職の 企業規模

が 1〜99 人 の 小企業 か 否 か 、で あ る。また、

独 立 変数 として 入職経路変数以外 に 、前項の

分析で用い た独立変数を引 き続き投入する。

　分析 の 結果 明 らかにな っ た の は、以下 の 諸

点 で ある 。   若年世代の 方が条件の 良 くない

（＝ 間断が あ る、非 正 規 で ある、小企 業 で あ

る ）初職 に就 い て い る。  就職活動 シ
ーズ ン

の 早期 と晩期 とい うよ うに 大括 りで 見 る と、

晩期よ りも早期の 方が条件の 良い 初職に就い

て い る。  しか しなが ら、就職部に よ る斡旋
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を受けた場合は、晩期 に就職活動が行われ る

にもかかわ らず、早期 と同 じ くらい の 条件の

良い 職に就い て い る。

　前項 と本項 の 分析結果 を総合 して 考察す る

と、大学就職部に よる斡旋 は、条件 の 良くな

い 初職に就きやす くな る晩期に お い て 、 なお

も就職活動 を続け て い る大学生 に 対 し、受け

る機会を制約す る こ とな く、条件 の 良い 初職

を紹介 して い る、とい う役割を果た して い る

よ うに 見 える 。

　　　　　　　　　　　　　　（大島真夫）

5 ．職業能力向上機 会と職場における教育訓

練機会の分析

（1 ）　 問題 の 設定

　人的資本論 の 指摘 を待 つ ま で もなく、人 々

の 職業遂行能力は、潜在的な能力や学校教育

な どを通 じて 獲得 され る基礎的 ・専門的な知

識 ・技能な い し は訓練能力 （trainability）を

土台に しっ っ 、就職後 の さま ざま な職業訓練

を通 じて 形成 され る 、と考え る こ とが で きる。

本稿は、そ の よ うな就職後の職業訓練機会 に

焦点 を当て て 分析 を行 うもの で ある。職業訓

練機会 はどの よ うに配分 され て い るの か。そ

の 効果 は い か な る も の か 。 また、そ こ に は ジ

＝ ン ダーや 世代 に よ る 差異が あ る の か。本稿

は、全国か らラン ダム サ ン プ リン グされ た 20
〜30 代の 若年層を対象に、これ らの 問題 に実

証的に答え よ うとするもの で あ る。

　学校教育を基礎 に付 け加え られ る人的資本

形成 の 仕 組 み を 明 らか に し よ うとす る 点 で 、

本稿 の 分析は教育の 社会学的研究に とっ て は

あま りにまっ とうに過 ぎる 問 い を 立 て て い る 。

OJT で あれ Off−JT で あれ、職業を通 じ て 人

的資本が形成 され る こ とは、教 育の 社会学的

研究に とっ て あま りに 自明の 問題だか らで あ

る。 しかも 、 所得 に対す る職業訓練機会 の 経

済的効果に つ い て は 、 す で に経済学 に おける

豊富な研究の 蓄積が あ る 。 こ の 、あま りに 当

た り前 の 問い に、教育社会学の 立場 か らあえ

て 答 えよ うとす る こ とに、どの ような意味が

あ る の か。そ の こ とをまず は 論 じ て お こ う。

　周知 の 通 り、90 年代後 半以後、日本の 若年

労働市場 （新規学卒市場を含む）は大き な構

造変化 に 見舞われた 。 す で に たびたび指摘 さ

れ る よ うに 派遣やア ル バ イ トな どの非正 規雇

用が拡大 し、かっ て の 長期雇用 を前提 と した

ス ム ーズ な 「学校 （大学）か ら職業 へ の 移行 」

の 仕組 み がゆらぎだ し た の で ある。 こ の よ う

なゆ らぎを前提にする と、ゆらぎが生 じた以

前 の 自体 との 比較が重要 になる。

　す で に別 の とこ ろで 論 じた こ とだ が （苅谷

2008）、い わ ゆ る 「学歴社会 」 が揺 る ぎない

時代 の 日本 に お い て は 、個人 の 訓練能力 の シ

グナ ル と見な され て い た学歴 ・学校歴 を主た

る基準に就職先が影響 され、
一
度、「ス ム

ーズ

な職業 へ の 移行 」 を通 じて就職 した あとは長

期雇 用 が 前提 と され て い た。こ の よ うな仕組

み の もとで は、昇進 を含む職業的な キ ャ リ ア

は、多様な職業訓練を提供す る機会 と重な り

合 っ て い た と見る こ とが で きる 。 そ れだ けに 、

能力訓練能力 の 差異や実際の 能力訓練機会の

配 分が どの よ うに 行われ て い た の か に っ い て

は 、少 な く と も学歴社会論に 連な る教育社会

学研究の領域に つ い て は、ほ とん ど問題に さ

れる こ と はなか っ た。就職機会や昇進機会 と

学歴 ・学校歴 との 関係 につ い て は、事後的に、

サ ロ
ー

の い う訓 練 可 能性 （trainability；本稿

で は 「職業訓練能 力 」 と呼 ぶ ） が 両 者を媒介

して い た と解釈 されて い たに過 ぎない （小林

1986 な ど）。

　 と こ ろ が、90 年代後半か ら生 じ た若年労働

市場 の 変化は、こ の よ うなス ムーズな職業 へ

の 移行 モ デル の 通用性を失わ せ っ っ あ る。か

っ て は、学校か ら職業 へ の 「間断 なき移動 」

（岩永 1983）が特徴であっ た 日本的な若年者

の 職業への 移行 の 仕組み が 、無業や非 正 規雇

用な どの 拡大 を通 じ て、「間断あ り」の 部分が

拡大 して きた の で あ る。

　 こ の よ うな変化、すな わ ちス ム ーズ な職業

へ の 移行 シ ス テ ム の ゆ らぎを前提 に 、本稿 の

分析課題 は 、職業訓練機会 の 配分に お い て 、

非正 規職の 経験など の 現職ま で の キ ャ リア の

違 い が どの ような影響を及ぼ して い る の か 、

さ らに は、そ こ に 本 人 の 学歴や ジ ェ ン ダー、

世代 と い っ た 要因 が ど の よ うに 関係 し て い る

か を明 らか に す る こ とで ある。

　 こ の 分析課題を遂行す る ため の 手続きにつ

い て 簡単に説明 し て お こ う。こ こ で 注 目す る

の は、今回の データ セ ッ トの 中で 使わ れ た、

い ずれ も現在 の 仕事 に 関す る 二 つ の 質問、項

目へ の 回答で あ る。ひ とつ は 、「仕事を通じて

職業能力を高め る機会 が ある」 （「職業能力向

上機会 」 と呼ぶ）で 、も うひ とつ は、「教育訓

練を受ける機会があ る 」 （「教育訓練機会1 と

呼ぶ）で ある。い ずれ の 質問も回答は 「か な
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りあ て は ま る 1 「ある程度あて はまる」 「あま

りあ て は まらな い 」 「あて はま らな い 」の 四 択

で、以下 で は こ れ らに 4 〜1 点の 得点を与え

て 尺度化 した。しい て わ ければ、職業能力向

上 機会 は OJT に 近 い 訓練機会で あ り、教育

訓練機会の 方 は Off−JT に 近 い とい える。以下

で は、紙幅 の 関係 で 分析結 果の
一

部に つ い て

報告 を行 う。

（2 ）分析結果 1 ： 職業訓練の効果

　は じ めに 、現在の 収入 へ の 影響を職業訓練

機会 の 効果 と見な し た分析 を行 う。こ こ で は 、

もっ とも シ ン プル な形 で 、08 年の 所得 （自然

対数変換した）を従属変数に 、企業規模 （大

企業ダミー
）、職業 （い くっ か の 職業ダ ミー変

数）、学歴 （大卒ダ ミー）、非正 規雇用 の 経験

を示す職業キ ャ リア変数 （ダ ミ
ー

）、世代等を

統制 した上 で、前年 の 収入 へ の 訓練機会 の 影

響を OLS に よ っ て推定し た。なお、分析 は

男女別 に 行 っ た 。

　 こ こ か ら、こ れ ら の 統制変数を コ ン トロ
ー

ル した上 で も、男性 の 場合には教育訓練機会

が 、そ して女性 の 場合には職業能力向上機会

が 、それぞれ収入 に 正 の 有意な影響を及 ぼ し

て い る こ と が わ か る。変数 の 内生性な どを考

慮に入れ て い ない 単純な推計だが、男女に よ

っ て職業訓練機会の 及ぼす影響 が 異な る こ と

が 示 された結果 と言 える。

（3 ）分析結果 2 ：職業訓練機会の 配 分

　そ れ で は 、こ れ ら の 職業訓練機会 の 配分 は

ど の よ うに 行われ て い る の だろ うか。こ こ で

は、職業能力向上機会 を従属変数に した OLS

の結果を報告する。

　 こ の 結果 か ら、男女を問わず、最若年 の 世

代 （20・24 歳） で 「仕事 を通 じて職業能力 を

高める機会がある」 と思う傾向 が 強 くなる こ

と、運輸 ・
保安 ・そ の 他 の 職 に比 べ 、専門職 、

管理職、販売職、サ
ービ ス 職 で 「職業能力 向

上機会 」 が高 ま る こ と、教育訓練機会が多い

ほ ど 「仕事を 通 じ て 職業能力 を高め る機会 が

あ る 」 と見 る傾向 が 強 くな る こ とが わ か る 。

また、初職か ら現職 へ の 働き方の 変化 に着 目

する と、男性の 場合に は、正 社員 か ら非 正 規

雇用 に変化 した こ とが、一
貫 して 非正規雇用

で ある こ と （＝基準変数）よ りもマ イ ナ ス の

影響 を、女性 の 場合 には
一

貫 して 正 社員で あ

るこ と が プ ラ ス の 影響を及 ぼ して い る こ とが

わ か る 。 なお 、発表当日は、職業訓練機会 の

配分に つ い て 、さらに追加 した分析 の 結果 を

報告す る。

（苅谷 剛彦）

6 ，若年者における仕事に 関する態度の 変容

（1）問題の設定

　前節 の 分析 に 引き続き 、本節で は、現代 日

本 の 若年労働者た ち の 「働 くこ と」 にっ い て

の 態度変容 に着 目 し て議論を展開する 。

　経済的 に 独立 し、自立 し て 生き て い く こ と

は、若年者が達成す るべ き課題 として 位置付

け られ る。だ が 、労働市場 の 構造変動 が 進 ん

だ現代 日本 に お い て、低賃金非正 規雇用 の 増

加や若年失業率 の 高ま りを背景に、それ らの

こ とが以前 に 比 して 困難に なっ て きて い る こ

とは 否 め ない だろ う。また、そ ん な時代状況

の 下 で 、現代 の 若年者 が手 に入 れ た 自由を手

放 した く ない が ゆ え に実社会 へ の 「着地 」 を

引き延 ばそ うと して い る見方 が ある （石 見

2005）。 高校生 の デ ータ を用 い 、そ の 問題 を

経験的分析の 俎上 で 検証 した佐藤香 （2006）
に よ れば、自己無能感や現在志向な どと結び

っ く形 で 高校生 の 「着地 不 安 」 が形成 され て

い る 。 だとするならば、決 して 少な くはな い

一部の 層 におい て、仕事 を中核 とした実社会
へ の 参加が難 し くな る者が出現する こ とは 不

思議な こ と で は ない 。若年者 の 就労をめ ぐる

問題 は、もは や社会構造的側 面 に 限 られ る の

で は な く、心 理的あ る い は 態度的特性 も無視

で きな い の で あ る 。

　そ れ で は成人 に な っ た 後に、社会に出る こ

とや、働く こ とにつ い て、若年者が態度 を変

えて い くの だろ うか 。 論点 を拡大 しつ つ 言い

換 えれ ば、若者た ち は実社会 へ と適応 して い

け る の だ ろ うか 。こ の 点に こ そ、本節 の 研 究

関心がある。 しか しなが ら、こ の問題に つ い

て 信頼で きる調査データ の縦断的分析に よ っ

て 検証 した 研究蓄積は十分 で はなく、幾多 の

未解決 の 課題 を残す。

　そ こ で 本節 で は、代表性 の あ る 全国パ ネル

データ を 用 い て 、近年 の 若年者に おける仕事

に関する態度変容 を分析す る。全体にお い て

の 変化 の 方向性 を記述す る こ とか らは じめ 、

どの 層に お い て どの よ うな態度 の 変化 が み ら

れ た の か跡付け、そ し て それ が どの よ うな意

味を持 ち うる の か 順次検討を進め て い く。
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（2 ）分析の枠組み

　本節にお い て は、東京大学社会科学研究所

が継続的に実施 して い る 「働き方とライ フ ス

タイル の 変化 に関す る全 国調査 」 （JLPS，東

大社研 パ ネ ル 調査）で得 られた 3 時点パ ネル

データ を用い る （同調査 の うち、若年調査と

壮年調査 を合併 した）。

　主た る従属変数は 、仕事満足度と、次に述
べ る仕事に 関する態度項 目で ある。具体的に

は、や りた い 仕事認知 （「自分 の や りた い 仕事

は 、は っ き り して い る」）、や りた い こ と志向

（「や りた くな い 仕事 に はつ きた くな い 」）、 職

業能力 向上意欲 （「自分 の 職業能力を向上 させ

た い と思 う」）、着地不安 （「社会で うま くや っ

て い けるか不安だ 」）、の 4 項 目で あ る 。

　これ らの 項目の 変化 の 軌跡を描き、集団間

で の 変化 の 平均的傾 向 の 違 い を析出する ため

に 、
マ ル チ レ ベ ル 成長曲線モ デ ル を用い た 分

析をお こ なっ た 。

（3 ）分析結果

　まずは、非条件付 き成長曲線モ デル （共変

量を含め ない モ デル ） に よ り、5 つ の 従属変

数の変化を確認する 。 最も大きな変化 が み ら

れ た の は、仕事満足感 で ある。わず か 2 年余

りの あ い だ に 、満 足 感 が 高 くなる方 向 へ 全体

的に シ フ トした こ とが うか が え る。ただ し本

節で の 従属変数 の うち、仕事満 足 感 だ け は 有

職者 しか 測定 し得ない 打ち切 られ たデー
タで

ある点には注意が必要か もしれな い
。 他 の 項

目で は 、や りた い 仕事 と関係する 2 項 目は、

逆に低下する 方向へ と変化 した。それ らに加

えて 、職業能力向上 意欲 も低 下 し た。仕 事 へ

の 「こ だわ り」 が反映 され る と思わ れ る項 目

が軒並み 下が る なか で 、なぜ仕事満足度だけ

が高ま っ た の か。矛盾 と感 じ られる こ の 点は、

さま ざまな解釈 が あ りうるだろ う。

　次に、デ モ グラフ ィ ッ ク特性を手が か り に、

どの 層 で 変化 が あ っ た の か を検討 した。仕事

満足 感 の 高 ま りは 既 に 述 べ た 通 りで
、 それ は

男女 ともにみ られ るが、どちらか とい えば男

性 に お い て よ り顕著で ある よ うだ。また、最

も若い 20 代前半の 年齢層 で は、社会 で や っ

て い け る か ど うか の 不 安が 消 え ゆき、や りた

くな い 仕事 で も許容す る よ うに 変 わ るよ うだ。

た だ し、こ の 最若年層はも ともと不安が多く 、

や りた くない 仕事 を忌避す る傾 向が相対的に

強 い の で 、それ をい くらか 打ち消すよ うに緩

やか に変化 が 進んだだけ ともい え る。2 年経

っ て の 加齢に伴い 、社会人 の 平均像へ と近 づ

い て きた と読む の が妥 当か もしれな い
。

　態度変化 と教育資格 との 関連に つ い て は、

次の 諸点を指摘で き る。第 1 に 、学歴 （大学

卒ダミ
ー

変数） は 、変化 の 仕方 とは ほ とん ど

関連がみ られ なか っ た。し か し第 2 に、学歴

は職業能力向上意欲お よびや りた い 仕事認知、

仕事満足度 の 初期値 とは関連 があ る。明 らか

に 高学歴者 の ほ うが そ れ ら の 態度が高か っ た。

態度変化 に は学歴 は関係 な くとも、態度 の レ

ベ ル に は 大 い に影響 して い るわけで ある。第

3 に、変化 に対する職業資格 の 効果 が部分的

にみ られた。明瞭 で あ っ た の は、転職 ・再就

職に役立 っ たと認知する資格を持っ て い る者

は、そ うで ない 者 よりも、や りた い 仕事が は

っ きり して い ると答え る傾向が 強まる こ とで

ある。もっ とも こ れ は、資格そ の もの の 効果

で はなく、資格を伴 う特定職種 へ の 転職 の 効

果を意味 して い る 可 能性 があ り、精査する必

要がある だ ろ う。

　以 上 の ように 本節で は 、3 時点パ ネル デー

タ で とらえ られる若年者 の 仕事に関す る態度

に注 目 し、まずは初期時点で の 状態 に よっ て

そ の 後 の 変化が どの よ うに異な る か を み た。
しか しなが ら、こ こ ま で の 分析は 時間依存 の

共変量 を含め て お らず、どの よ うな個人内 の

変化 が態度変容 を うな が した か を明 らか に で

きて は い な い
。 特 に 、 仕事 をする！やめ る、職

場を変え る、資格を取得するなど、仕事に関

する態度に 直結 し うる特性 の 変化が焦点 とな

るだろ う。大会 当 目に は 、こ の 点 を考慮 した

分析 を お こ な い 、さ ら な る 考察を して 報告す

る。

　　　　　　　　　　　　　　　（三 輪哲）

（図表及び参考文献などの 詳細は，当 目資料

と し て 配布する。なお，本研 究は 独 立行政法

人 日本学術振興会科学研究費補助金 ・基盤研

究（S）「現代 目本の 若年者の 行動 と意識 の 変容

に 関する総合的研 究」、奨学寄附金 ・株式会社

ア ウ トソ
ー

シ ン グ、厚生労働科学研究費補助

金 「若年者の 就業行動 ・意識 と少子高齢社会
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